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第五章 ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性 

 

5-1 はじめに 

第四章で述べた，ごみ清掃工場への搬入に伴う課題の把握から，本章では，ごみ清掃工

場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性について追及する． 

 

5-2 本章の目的 

 本章では，ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性について明らかにし，今

後の改善策を提案すること（目的 2）を目的とする． 

 

5-3 調査方法 

 3-4（追加アンケート調査）で述べたとおりである． 

 

5-4 調査対象地 

 3-4（追加アンケート調査）で述べたとおりである． 

 

5-5 調査結果 

5-5-1 ごみ清掃工場への搬入に伴う課題に対する対策例 

 5-5-1では，追加アンケート調査の結果に基づく． 

 また，ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 A～I）はそれぞれ

同じ問いをしている．以下の表 5-1に，その問いの内容を示す． 

 

表 5-1 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係の質問項目 

 

 

5-5-1-1 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 A） 

 問 Aで設定した課題と対策例について，表 5-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

問1 このような課題が貴市にあるかどうか

問2 その課題はどの時期に確認されたか

問3 貴市では，これらの対策例で問題を解決できるかどうか

問4 貴市では，これらの対策例は実施可能であるかどうか
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表 5-2 問 Aで設定した課題と対策例 

 

 

 問 A の課題の有無について，表 5-3 に示す．表 5-3 から，「課題がある」と回答した市は

63 市あり，全体の 44%を占めている． 

 

表 5-3 問 Aの課題の有無（n=144） 

 

 

 問 Aで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-4に示す．表 5-4

から，「過去にある」と回答した市は 36市あり，全体の 57%を占めている． 

 

表 5-4 問 Aの課題の確認時期（n=63） 

 

 

 問 A で課題があると回答した市のうち，対策例で問題を解決できるかどうかについて，表

5-5 に示す．表 5-5 から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割

合が 50％以上であるが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提

示」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，「搬入事前手続きの導入」である． 

 

課題 他市のごみが搬入されている

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報し
ている

問Ａ
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 63 44%

なし 81 56%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 36 57%

現在ある 34 54%

この先想定される 13 21%

その他 1 2%
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表 5-5 問 Aの課題に対する対策例の適性（n=63） 

 

 

 問 Aで課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-6

に示す．表 5-6から，｛「実施可能性認識がある」＝「すぐに実施可能」＋「準備期間があ

れば実施可能」＋「すでに実施済みであり，改善・解決がみられた」｝，以下どおりであ

る，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検査の

実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「搬入事前手続きの導入」，「市のホームペー

ジやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 「解決できる」の割合と実施可

能性認識がある」の割合が 50％以上であるのうち，大きな値のずれがあるのが，「排出場

所の確認（事後調査・追跡調査）」である．それは，市の人員不足のためであると考えら

れる． 

 

表 5-6 問 Aの対策例の実施可能性認識の有無（n=58） 

 

 

 問 Aで課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-7

対策の適性

解決できる 28 70% 23 66% 21 68% 18 55% 12 40% 7 26%

解決できない 10 25% 9 26% 7 23% 9 27% 13 43% 13 48%

その他 2 5% 3 9% 3 10% 6 18% 5 17% 7 26%

合計 40 100% 35 100% 31 100% 33 100% 30 100% 27 100%

対策の適性

解決できる 10 32% 15 43% 4 17% 11 38% 15 48%

解決できない 10 32% 12 34% 13 57% 12 41% 9 29%

その他 11 35% 8 23% 6 26% 6 21% 7 23%

合計 31 100% 35 100% 23 100% 29 100% 31 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 0 4 3 1 2 0

準備期間があれば実施可能 2 3 0 4 0 3

 実施は困難 5 1 17 7 18 6

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 24 13 9 11 3 4

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 4 3 0 2 1 4

   その他 4 4 1 5 1 5

合計 39 28 30 30 25 22

実施可能性認識がある 26 20 12 16 5 7

「実施可能性認識がある」の割合 67% 71% 40% 53% 20% 32%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 2 0 2 2

準備期間があれば実施可能 4 5 0 3 0

 実施は困難 5 10 9 5 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 6 4 4 5 12

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 3 2 0 6 9

   その他 7 8 7 4 1

合計 25 31 20 25 24

実施可能性認識がある 10 11 4 10 14

「実施可能性認識がある」の割合 40% 35% 20% 40% 58%
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に示す．表 5-7から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「市のホームページやごみ

の分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-7  問 Aの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-2 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 B） 

 問 B で設定した課題と対策例について，表 5-8に示す． 

 

表 5-8 問 B で設定した課題と対策例 

 

 

問 Bの課題の有無について，表 5-9に示す．表 5-9から，「課題がある」と回答した市は

53 市あり，全体の 37%を占めている． 

 

対策

定期的にごみの展開検査の実施 18 56% 5 16% 5 16% 4 13% 32 100%

搬入者の身分証明書の提示 13 54% 5 21% 5 21% 1 4% 24 100%

排出場所の確認（事後調査・追
跡調査）

7 33% 9 43% 3 14% 2 10% 21 100%

搬入事前手続きの導入 8 40% 7 35% 2 10% 3 15% 20 100%

ごみ展開検査機の導入。 3 15% 6 30% 1 5% 10 50% 20 100%

受け入れ許可品目の明確化及び
規制の強化

2 17% 3 25% 3 25% 4 33% 12 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 6 40% 2 13% 1 7% 6 40% 15 100%

処理手数料の値上げ 7 35% 6 30% 1 5% 6 30% 20 100%

1日あたりの搬入量に制限を設け

ている
1 9% 2 18% 0 0% 8 73% 11 100%

指定袋の使用 4 24% 5 29% 2 12% 6 35% 17 100%

市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
7 50% 2 14% 1 7% 4 29% 14 100%

解決できて，実施
できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実
施もできない

合計

課題 家庭系一般廃棄物の中に事業系一般廃棄物が混入していること

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問B
対策
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表 5-9 問 B の課題の有無（n=144） 

 

 

 問 B で課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-10に示す．表 5-10

から，「現在ある」と回答した市は 89市あり，全体の 89%を占めている． 

 

表 5-10 問 Bの課題の確認時期（n=53） 

 

 

 問 B で課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-11に示す．表 5-11

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であ

るのが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，

「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-11 問 Bの課題に対する対策例の適性（n=53） 

 

 

 問 B で課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-12

に示す．表 5-12 から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」

である． 

課題の有無 回答市数 回答率

あり 53 37%

なし 91 63%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 18 34%

現在ある 47 89%

この先想定される 12 23%

その他 1 2%

対策の適性

解決できる 25 69% 7 22% 22 69% 9 33% 9 38% 11 38%

解決できない 9 25% 22 69% 7 22% 15 56% 11 46% 12 41%

その他 2 6% 3 9% 3 9% 3 11% 4 17% 6 21%

合計 36 100% 32 100% 32 100% 27 100% 24 100% 29 100%

対策の適性

解決できる 4 15% 3 13% 1 5% 4 16% 17 57%

解決できない 11 42% 13 54% 15 71% 16 64% 8 27%

その他 11 42% 8 33% 5 24% 5 20% 5 17%

合計 26 100% 24 100% 21 100% 25 100% 30 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化
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表 5-12 問 Bの対策例の実施可能性認識の有無（n=51） 

 

 

 問 B で課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-13

に示す．表 5-7 から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市のホ

ームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-13  問 Bの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-3 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 C） 

 問 C で設定した課題と対策例にについて，表 5-14に示す． 

 

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 0 1 1 0 0 0

準備期間があれば実施可能 5 1 1 2 0 6

 実施は困難 9 4 20 10 17 4

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 14 7 7 7 3 4

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 3 1 1 0 0 2

   その他 5 8 1 7 1 6

合計 36 22 31 26 21 22

実施可能性認識がある 19 9 9 9 3 10

「実施可能性認識がある」の割合 53% 41% 29% 35% 14% 45%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 2 0 0 2

準備期間があれば実施可能 1 4 1 1 0

 実施は困難 5 7 11 6 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 9 2 1 3 13

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 1 1 0 1 2

   その他 5 5 5 8 3

合計 21 21 18 19 20

実施可能性認識がある 10 8 2 4 15

「実施可能性認識がある」の割合 48% 38% 11% 21% 75%

対策

定期的にごみの展開検査の実施 9 35% 12 46% 1 4% 4 15% 26 100%

搬入者の身分証明書の提示 1 8% 2 15% 1 8% 9 69% 13 100%

排出場所の確認（事後調査・追
跡調査）

4 29% 8 57% 1 7% 1 7% 14 100%

搬入事前手続きの導入 2 22% 2 22% 1 11% 4 44% 9 100%

ごみ展開検査機の導入。 2 18% 5 45% 1 9% 3 27% 11 100%

受け入れ許可品目の明確化及び
規制の強化

6 43% 3 21% 1 7% 4 29% 14 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 3 30% 0 0% 1 10% 6 60% 10 100%

処理手数料の値上げ 3 30% 0 0% 1 10% 6 60% 10 100%

1日あたりの搬入量に制限を設け

ている
1 11% 0 0% 1 11% 7 78% 9 100%

指定袋の使用 1 10% 1 10% 1 10% 7 70% 10 100%

市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
9 60% 3 20% 1 7% 2 13% 15 100%

解決できて，実施
できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実
施もできない

合計



37 

 

表 5-14 問 Cで設定した課題と対策例 

 

 

 問 C の課題の有無について，表 5-15に示す．表 5-15から，「課題がある」と回答した市

は 34市あり，全体の 24%を占めている． 

 

表 5-15 問 C の課題の有無（n=144） 

 

 

 問 C で課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-16に示す．表 5-16

から，「現在ある」と回答した市は 25市あり，全体の 74%を占めている． 

  

表 5-16 問 Cの課題の確認時期（n=34） 

 

 

 問 C で課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-17に示す．表 5-17

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であ

るのが「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」である． 

 

課題 無許可事業者の搬入

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問C
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 34 24%

なし 110 76%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 9 26%

現在ある 25 74%

この先想定される 8 24%

その他 2 6%
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表 5-17 問 Cの課題に対する対策例の適性（n=34） 

 

 

 問 C で課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-18

に示す．表 5-18 から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「搬入者の

身分証明書の提示」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」で

ある．対策例の適性と実施可能性認識の有無との間に見られる大きな値のずれのあるのが

搬入者の身分証明書の提示である，それが起こる理由は，身分証明書に写真をつけるかど

うかと考えられる．写真づけの場合，本人であるかどうかを確認できる．つまり，「搬入

者の身分証明書の提示」の実施が可能だけど，問題の解決には至らない． 

 

表 5-18 問 Cの対策例の実施可能性認識の有無（n=30） 

 

 

  問 C で課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-19

に示す．表 5-19から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのがなかった．

つまり，課題 C に対し，対策を実施しても，解決しにくいと言える． 

対策の適性

解決できる 9 43% 13 48% 14 67% 8 38% 2 11% 4 24%

解決できない 10 48% 11 41% 4 19% 7 33% 12 63% 7 26%

その他 2 10% 3 11% 3 14% 6 29% 5 26% 6 22%

合計 21 100% 27 100% 21 100% 21 100% 19 100% 17 72%

対策の適性

解決できる 1 6% 3 17% 1 6% 1 6% 7 39%

解決できない 8 47% 8 44% 9 53% 9 53% 7 39%

その他 8 47% 7 39% 7 41% 7 41% 4 22%

合計 17 100% 18 100% 17 100% 17 100% 18 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 0 2 0 0 0 0

準備期間があれば実施可能 1 3 1 2 0 3

 実施は困難 7 2 12 4 10 5

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 5 6 4 5 0 3

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 3 5 0 3 1 1

   その他 2 4 1 4 2 3

合計 18 22 18 18 13 15

実施可能性認識がある 6 11 5 7 0 6

「実施可能性認識がある」の割合 33% 50% 28% 39% 0% 40%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 1 0 0 0

準備期間があれば実施可能 0 2 1 2 0

 実施は困難 3 4 5 2 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 7 2 2 4 8

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 2 1 0 3 6

   その他 4 5 5 4 1

合計 16 15 13 15 15

実施可能性認識がある 7 5 3 6 8

「実施可能性認識がある」の割合 44% 33% 23% 40% 53%
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表 5-19  問 Cの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-4 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 D） 

 問 Dで設定した課題と対策例について，表 5-20に示す． 

 

表 5-20 問 Dで設定した課題と対策例 

 

 

 問 Dの課題の有無について，表 5-21に示す．表 5-21から，「課題がある」と回答した市

は 62市あり，全体の 43%を占めている． 

 

対策

定期的にごみの展開検査の実施 2 15% 4 31% 2 15% 5 38% 13 100%

搬入者の身分証明書の提示 8 42% 2 11% 3 16% 6 32% 19 100%
排出場所の確認（事後調査・追

跡調査）
1 9% 6 55% 1 9% 3 27% 11 100%

搬入事前手続きの導入 2 18% 3 27% 1 9% 5 45% 11 100%

ごみ展開検査機の導入。 0 0% 1 11% 0 0% 8 89% 9 100%
受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化
1 14% 1 14% 2 29% 3 43% 7 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 1 17% 0 0% 2 33% 3 50% 6 100%

処理手数料の値上げ 1 17% 0 0% 1 17% 4 67% 6 100%
1日あたりの搬入量に制限を設け

ている
0 0% 0 0% 0 0% 5 100% 5 100%

指定袋の使用 2 33% 0 0% 1 17% 3 50% 6 100%
市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
4 44% 1 11% 2 22% 2 22% 9 100%

解決できて，実施
できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実
施もできない

合計

課題 家庭系廃棄物と偽った事業系廃棄物の搬入

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｄ
対策
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表 5-21 問 Dの課題の有無（n=144） 

 

 問 Dで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-22に示す．表 5-22

から，「現在ある」と回答した市は 50市あり，全体の 81%を占めている． 

 

表 5-22 問 Dの課題の確認時期（n=62） 

 

 

 問 Dで課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-23に示す．表 5-23

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であ

るのが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，

「搬入事前手続きの導入」，「ごみ展開検査機の導入」，「市のホームページやごみの分別

の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-23 問 Dの課題に対する対策例の適性（n=62） 

 

 

 問 Dで課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-24

に示す．表 5-24から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」

である．対策例の適性と実施可能性認識の有無との間に見られる大きな値のずれのあるの

が搬入事前手続きの導入，ごみ展開検査機の導入である．搬入事前手続きの導入に対し，

課題の有無 回答市数 回答率

あり 62 43%

なし 82 57%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 22 35%

現在ある 50 81%

この先想定される 17 27%

その他 0 0%

対策の適性

解決できる 28 74% 15 38% 25 68% 16 52% 18 64% 10 37%

解決できない 7 18% 21 53% 8 22% 11 35% 7 25% 10 37%

その他 3 8% 4 10% 4 11% 4 13% 3 11% 7 26%

合計 38 100% 40 100% 37 100% 31 100% 28 100% 27 100%

対策の適性

解決できる 11 37% 6 21% 2 8% 6 23% 15 56%

解決できない 14 47% 16 57% 18 72% 16 62% 9 33%

その他 5 17% 6 21% 5 20% 4 15% 3 11%

合計 30 100% 28 100% 25 100% 26 100% 27 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化
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市民の理解が必要であり，ごみ展開検査機の導入に対し，コストの増加になるため，実施

が難しい． 

 

表 5-24 問 Dの対策例の実施可能性認識の有無（n=58） 

 

 

  問 Dで課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-25

に示す．表 5-25から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

表 5-25  問 Dの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-5 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 E） 

 問 E で設定した課題と対策例について，表 5-26に示す． 

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 0 2 0 0 1 1

準備期間があれば実施可能 3 1 2 3 1 5

 実施は困難 7 1 18 8 16 2

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 14 8 9 3 2 2

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 6 5 0 2 2 2

   その他 4 8 1 6 1 6

合計 34 25 30 22 23 18

実施可能性認識がある 17 11 11 6 4 8

「実施可能性認識がある」の割合 50% 44% 37% 27% 17% 44%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 1 2 0 0 3

準備期間があれば実施可能 2 4 1 1 0

 実施は困難 4 5 8 5 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 7 1 1 3 9

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 1 1 0 1 5

   その他 7 5 5 7 2

合計 22 18 15 17 19

実施可能性認識がある 10 7 2 4 12

「実施可能性認識がある」の割合 45% 39% 13% 24% 63%

対策

定期的にごみの展開検査の実施 16 52% 10 32% 2 6% 3 10% 31 100%

搬入者の身分証明書の提示 4 20% 6 30% 4 20% 6 30% 20 100%
排出場所の確認（事後調査・追

跡調査）
10 38% 10 38% 1 4% 5 19% 26 100%

搬入事前手続きの導入 5 36% 5 36% 0 0% 4 29% 14 100%

ごみ展開検査機の導入。 2 14% 9 64% 0 0% 3 21% 14 100%
受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化
4 40% 3 30% 0 0% 3 30% 10 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 2 15% 3 23% 3 23% 5 38% 13 100%

処理手数料の値上げ 3 25% 1 8% 1 8% 7 58% 12 100%
1日あたりの搬入量に制限を設け

ている
0 0% 1 9% 1 9% 9 82% 11 100%

指定袋の使用 3 27% 2 18% 0 0% 6 55% 11 100%
市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
6 50% 3 25% 2 17% 1 8% 12 100%

解決できて，実施
できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実
施もできない

合計
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表 5-26 問 Eで設定した課題と対策例 

 

 

 問 E の課題の有無について，表 5-27に示す．表 5-27から，「課題がある」と回答した市

は 79市あり，全体の 55%を占めている． 

 

表 5-27 問 Eの課題の有無（n=144） 

 

 

 問 E で課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-28に示す．表 5-28

から，「現在ある」と回答した市は 67市あり，全体の 85%を占めている． 

 

表 5-28 問 Eの課題の確認時期（n=79） 

 

 

 問 E で課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-29に示す．表 5-29

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であ

るのが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，

「搬入事前手続きの導入」，「ごみ展開検査機の導入」，「市のホームページやごみの分別

の手引きを発行し広報している」である． 

課題 不適物（市の搬入基準を満たしていないもの）の搬入がある（再生可能な紙ごみ等）

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｅ
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 79 55%

なし 65 45%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 24 30%

現在ある 67 85%

この先想定される 14 18%

その他 0 0%
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表 5-29 問 Eの課題に対する対策例の適性（n=79） 

 

 

 問 E で課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-30

に示す．表 5-30から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」

である． 

 

表 5-30 問 Eの対策例の実施可能性認識の有無（n=74） 

 

 

  問 E で課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-31

に示す．表 5-31から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

 

対策の適性

解決できる 54 87% 12 32% 20 56% 21 53% 25 63% 16 44%

解決できない 5 8% 20 53% 11 31% 12 30% 9 23% 10 28%

その他 3 5% 6 16% 5 14% 7 18% 6 15% 10 28%

合計 62 100% 38 100% 36 100% 40 100% 40 100% 36 100%

対策の適性

解決できる 5 15% 11 32% 1 3% 8 22% 37 71%

解決できない 12 35% 16 47% 25 76% 20 56% 8 15%

その他 17 50% 7 21% 7 21% 8 22% 7 13%

合計 34 100% 34 100% 33 100% 36 100% 52 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）
搬入事前手続きの導入 ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 2 1 1 0 1 0

準備期間があれば実施可能 4 3 0 3 1 5

 実施は困難 10 3 18 12 24 7

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 28 6 8 8 7 8

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 8 3 0 2 1 3

   その他 4 10 2 10 0 5

合計 56 26 29 35 34 28

実施可能性認識がある 34 10 9 11 9 13

「実施可能性認識がある」の割合 61% 38% 31% 31% 26% 46%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 1 0 0 5

準備期間があれば実施可能 0 6 1 1 0

 実施は困難 5 8 12 8 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 12 3 1 8 21

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 2 1 0 3 11

   その他 8 6 8 9 3

合計 27 25 22 29 40

実施可能性認識がある 12 10 2 9 26

「実施可能性認識がある」の割合 44% 40% 9% 31% 65%
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表 5-31  問 E の対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-6 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 F） 

 問 Fで設定した課題と対策例について，表 5-32に示す． 

 

表 5-32 問 Fで設定した課題と対策例 

 

 

 問 Fの課題の有無について，表 5-33に示す．表 5-33から，「課題がある」と回答した市

は 94市あり，全体の 65%を占めている． 

 

対策

定期的にごみの展開検査の実施 20 57% 12 34% 1 3% 2 6% 35 100%

搬入者の身分証明書の提示 5 26% 2 11% 4 21% 8 42% 19 100%

排出場所の確認（事後調査・追
跡調査）

1 5% 10 53% 3 16% 5 26% 19 100%

搬入事前手続きの導入 4 14% 9 32% 5 18% 10 36% 28 100%

ごみ展開検査機の導入。 6 23% 9 35% 1 4% 10 38% 26 100%

受け入れ許可品目の明確化及び
規制の強化

4 21% 3 16% 3 16% 9 47% 19 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 2 11% 3 17% 6 33% 7 39% 18 100%

処理手数料の値上げ 2 13% 1 6% 2 13% 11 69% 16 100%

1日あたりの搬入量に制限を設

けている
0 0% 5 36% 0 0% 9 64% 14 100%

指定袋の使用 2 11% 2 11% 4 21% 11 58% 19 100%

市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
18 51% 9 26% 5 14% 3 9% 35 100%

解決できて，実
施できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実施
もできない

合計

課題 きちんと分別がされておらず，再利用可能な資源がごみの中に含まれている

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｆ
対策
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表 5-33 問 Fの課題の有無（n=144） 

 

 

 問 Fで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-34に示す．表 5-34

から，「現在ある」と回答した市は 88市あり，全体の 94%を占めている． 

 

表 5-34 問 Fの課題の確認時期（n=94） 

 

 

 問 Fで課題があると回答した市のうち，対策の適性について，表 5-35に示す．表 5-35か

ら，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上である

のが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，

「ごみ展開検査機の導入」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

表 5-35 問 Fの課題に対する対策例の適性（n=94） 

 

 

 問 Fで課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-36

に示す．表 5-36から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」

である． 

課題の有無 回答市数 回答率

あり 94 65%

なし 50 35%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 24 26%

現在ある 88 94%

この先想定される 15 16%

その他 0 0%

対策の適性

解決できる 62 79% 14 31% 21 50% 22 48% 29 59% 17 39%

解決できない 10 13% 25 56% 17 40% 16 35% 12 24% 16 36%

その他 6 8% 6 13% 4 10% 8 17% 8 16% 11 25%

合計 78 100% 45 100% 42 100% 46 100% 49 100% 44 100%

対策の適性

解決できる 9 20% 13 33% 0 0% 9 20% 47 72%

解決できない 20 45% 20 51% 32 82% 25 57% 9 14%

その他 15 34% 6 15% 7 18% 10 23% 9 14%

合計 44 100% 39 100% 39 100% 44 100% 65 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化
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表 5-36 問 Fの対策例の実施可能性認識の有無（n=90） 

 

 

  問 F で課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-37

に示す．表 5-37から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

表 5-37  問 Fの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-7 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 G） 

 問 Gで設定した課題と対策例について，表 5-38に示す． 

 

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 3 2 1 0 1 1

準備期間があれば実施可能 5 5 1 2 3 6

 実施は困難 15 5 26 16 35 10

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 32 6 9 8 6 10

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 9 3 0 6 1 4

   その他 5 11 2 10 1 5

合計 69 32 39 42 47 36

実施可能性認識がある 40 13 11 10 10 17

「実施可能性認識がある」の割合 58% 41% 28% 24% 21% 47%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 1 1 0 0 8

準備期間があれば実施可能 0 7 1 2 0

 実施は困難 6 12 18 9 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 13 3 1 11 23

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 5 1 0 6 17

   その他 9 7 9 12 4

合計 34 31 29 40 52

実施可能性認識がある 14 11 2 13 31

「実施可能性認識がある」の割合 41% 35% 7% 33% 60%

対策

定期的にごみの展開検査の実施 36 52% 26 38% 4 6% 3 4% 69 100%

搬入者の身分証明書の提示 4 20% 4 20% 2 10% 10 50% 20 100%

排出場所の確認（事後調査・追
跡調査）

6 21% 11 38% 4 14% 8 28% 29 100%

搬入事前手続きの導入 8 26% 14 45% 1 3% 8 26% 31 100%

ごみ展開検査機の導入。 5 17% 20 67% 2 7% 3 10% 30 100%

受け入れ許可品目の明確化及び
規制の強化

6 30% 4 20% 4 20% 6 30% 20 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 2 12% 4 24% 5 29% 6 35% 17 100%

処理手数料の値上げ 1 8% 0% 6 46% 6 46% 13 100%

1日あたりの搬入量に制限を設

けている
0 0% 0 0% 2 12% 15 88% 17 100%

指定袋の使用 3 13% 3 13% 4 17% 13 57% 23 100%

市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
22 50% 17 39% 1 2% 4 9% 44 100%

解決できて，実
施できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実施
もできない

合計
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表 5-38 問 Gで設定した課題と対策例 

 

 

 問 Gの課題の有無について，表 5-39に示す．表 5-39から，「課題がある」と回答した市

は 79市あり，全体の 55%を占めている． 

 

表 5-39 問 Gの課題の有無（n=144） 

 

 

 問 Gで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-40に示す．表 5-40

から，「現在ある」と回答した市は 57市あり，全体の 72%を占めている． 

 

表 5-40 問 Gの課題の確認時期（n=79） 

 

 

 問 Gで課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-41に示す．表 5-41

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であるの

が，「定期的にごみの展開検査の実施」，「搬入事前手続きの導入」，「ごみ展開検査機

の導入」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

課題 処理できないごみも持ち込まれる

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｇ
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 79 55%

なし 65 45%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数（複数回答可） 回答率

過去にあった 22 28%

現在ある 57 72%

この先想定される 11 14%

その他 0 0%
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表 5-41 問 Gの課題に対する対策例の適性（n=76） 

 

 

 問 Gで課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-42

に示す．表 5-42から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％を以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

表 5-42 問 Gの対策例の実施可能性認識の有無（n=76） 

 

 

  問 G で課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-43

に示す．表 5-43から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市のホ

ームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

 

 

 

対策の適性

解決できる 49 80% 12 32% 16 47% 19 49% 18 49% 12 33%

解決できない 7 11% 17 46% 13 38% 13 33% 10 27% 13 36%

その他 5 8% 8 22% 5 15% 7 18% 9 24% 11 31%

合計 61 100% 37 100% 34 100% 39 100% 37 100% 36 100%

対策の適性

解決できる 4 11% 4 12% 0 0% 3 9% 28 64%

解決できない 16 46% 20 61% 24 77% 23 70% 10 23%

その他 15 43% 9 27% 7 23% 7 21% 6 14%

合計 35 100% 33 100% 31 100% 33 100% 44 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 3 1 0 0 1 0

準備期間があれば実施可能 3 4 1 2 2 4

 実施は困難 12 4 18 13 23 6

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 26 6 9 8 3 7

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 6 4 1 3 1 5

   その他 5 9 2 9 2 6

合計 55 28 31 35 32 28

実施可能性認識がある 32 11 10 10 6 11

「実施可能性認識がある」の割合 58% 39% 32% 29% 19% 39%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 1 0 0 5

準備期間があれば実施可能 0 5 1 1 0

 実施は困難 5 7 11 5 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 11 3 1 5 20

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 4 2 0 5 13

   その他 8 8 9 11 3

合計 28 26 22 27 41

実施可能性認識がある 11 9 2 6 25

「実施可能性認識がある」の割合 39% 35% 9% 22% 61%
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表 5-43  問 Gの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-8 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 H） 

 問 Hで設定した課題と対策例について，表 5-44に示す． 

 

表 5-44 問 Hで設定した課題と対策例 

 

 

 問 Hの課題の有無について，表 5-45に示す．表 5-45から，「課題がある」と回答した市

は 67市あり，全体の 47%を占めている． 

 

表 5-45 問 Hの課題の有無（n=144） 

 

対策

定期的にごみの展開検査の実施 18 41% 16 36% 8 18% 2 5% 44 100%

搬入者の身分証明書の提示 2 13% 4 25% 3 19% 7 44% 16 100%
排出場所の確認（事後調査・追

跡調査）
2 10% 11 52% 3 14% 5 24% 21 100%

搬入事前手続きの導入 2 10% 12 57% 4 19% 3 14% 21 100%

ごみ展開検査機の導入。 1 6% 11 69% 1 6% 3 19% 16 100%
受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化
2 14% 6 43% 4 29% 2 14% 14 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 1 8% 3 25% 0 0% 8 67% 12 100%

処理手数料の値上げ 0 0% 0 0% 1 8% 11 92% 12 100%
1日あたりの搬入量に制限を設

けている
0 0% 0 0% 1 8% 12 92% 13 100%

指定袋の使用 0 0% 2 13% 2 13% 11 73% 15 100%
市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
18 58% 8 26% 3 10% 2 6% 31 100%

解決できて，実
施できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実施
もできない

合計

課題 虚偽の申告（業者が個人名を騙る等）であろうと思われる搬入が少なからずある

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｈ
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 67 47%

なし 77 53%

合計 144 100%
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 問 Hで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-46に示す．表 5-46

から，「現在ある」と回答した市は 47市あり，全体の 70%を占めている． 

 

表 5-46 問 Hの課題の確認時期（n=67） 

 

 

 問 Hで課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-47に示す．表 5-47

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であるのが，

「定期的にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「排出場所の確認

（事後調査・追跡調査）」である． 

 

 

表 5-47 問 Hの課題に対する対策例の適性（n=67） 

 

 

 問 Hで課題があると回答した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-48

に示す．表 5-48から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「排出場所

の確認（事後調査・追跡調査）」，「受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化」，「家庭系

ごみへの処理手数料の導入」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報してい

る」である． 

 

課題確認時期 回答市数 回答率

過去にあった 20 30%

現在ある 47 70%

この先想定される 12 18%

その他 3 4%

対策の適性

解決できる 23 62% 26 52% 27 66% 15 38% 13 41% 10 34%

解決できない 12 32% 22 44% 10 24% 18 45% 14 44% 13 45%

その他 2 5% 2 4% 4 10% 7 18% 5 16% 6 21%

合計 37 100% 50 100% 41 100% 40 100% 32 100% 29 100%

対策の適性

解決できる 6 20% 9 31% 7 24% 4 14% 13 46%

解決できない 12 40% 15 52% 16 55% 17 61% 11 39%

その他 12 40% 5 17% 6 21% 7 25% 4 14%

合計 30 100% 29 100% 29 100% 28 100% 28 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化
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表 5-48 問 Hの対策例の実施可能性認識の有無（n=64） 

 

 

  問 Hで課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-49

に示す．表 5-49から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」,「受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化」，「市のホーム

ページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-49  問 Hの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-1-9 ごみ清掃工場への搬入に伴う「課題」と「対策例」の関係（問 I） 

 問 Iで設定した課題と対策例について，表 5-50に示す． 

 

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 2 2 1 0 0 1

準備期間があれば実施可能 2 4 1 2 0 5

 実施は困難 9 3 23 8 17 5

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 14 12 10 6 4 7

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 6 6 0 5 3 1

   その他 3 10 1 10 0 5

合計 36 37 36 31 24 24

実施可能性認識がある 18 18 12 8 4 13

「実施可能性認識がある」の割合 50% 49% 33% 26% 17% 54%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 1 2 0 0 3

準備期間があれば実施可能 1 6 1 3 0

 実施は困難 3 7 8 6 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 10 3 6 5 11

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 3 1 0 4 5

   その他 6 7 7 6 1

合計 24 26 22 24 20

実施可能性認識がある 12 11 7 8 14

「実施可能性認識がある」の割合 50% 42% 32% 33% 70%

対策

定期的にごみの展開検査の実施 15 54% 5 18% 7 25% 1 4% 28 100%

搬入者の身分証明書の提示 7 20% 8 23% 17 49% 3 9% 35 100%
排出場所の確認（事後調査・追

跡調査）
9 38% 4 17% 0 0% 11 46% 24 100%

搬入事前手続きの導入 3 14% 6 29% 6 29% 6 29% 21 100%

ごみ展開検査機の導入。 3 21% 6 43% 1 7% 4 29% 14 100%
受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化
7 54% 0 0% 3 23% 3 23% 13 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 3 30% 0 0% 5 50% 2 20% 10 100%

処理手数料の値上げ 5 36% 1 7% 2 14% 6 43% 14 100%
1日あたりの搬入量に制限を設

けている
3 30% 2 20% 1 10% 4 40% 10 100%

指定袋の使用 1 9% 1 9% 5 45% 4 36% 11 100%
市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
8 57% 1 7% 5 36% 0 0% 14 100%

解決できて，実
施できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実施
もできない

合計
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表 5-50 問 Iで設定した課題と対策例 

 

 

 問 Iの課題の有無について，表 5-51に示す．表 5-51から，「課題がある」と回答した市

は 51市あり，全体の 35%を占めている． 

 

表 5-51 問 Iの課題の有無（n=144） 

 

 

 問 Iで課題があると回答した市のうち，課題の確認時期について，表 5-52に示す．表 5-52

から，「過去にあった」と回答した市は 27市あり，全体の 73%を占めている． 

 

表 5-52 問 Iの課題の確認時期（n=51） 

 

 

 問 I で課題があると回答した市のうち，対策例の適性について，表 5-53 に示す．表 5-53

から，各対策に対する市の回答を見ると，「解決できる」と回答した割合が 50％以上であ

るのが，「定期的にごみの展開検査の実施」，「排出場所の確認（事後調査・追跡調査）」，

「ごみ展開検査機の導入」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報して

いる」である． 

課題 産業廃棄物が搬入されている

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入。

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

１日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページや、ごみの分別の手引きを発行し広報している

問Ｉ
対策

課題の有無 回答市数 回答率

あり 51 35%

なし 93 65%

合計 144 100%

課題確認時期 回答市数 回答率

過去にあった 24 47%

現在ある 37 73%

この先想定される 7 14%

その他 3 6%
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表 5-53 問 Iの課題に対する対策例の適性（n=51） 

 

 

 問 Iで課題があると選択した市のうち，対策例の実施可能性認識の有無について，表 5-54

に示す．表 5-54から，「実施可能性認識がある」の割合が 50％以上であるのが「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化」，「市のホームペ

ージやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

 

表 5-54 問 Iの対策例の実施可能性認識の有無（n=47） 

 

 

  問 Iで課題があると回答した市のうち，対策例の解決性と実施可能性について，表 5-55

に示す．表 5-55から，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報して

いる」である． 

 

 

 

 

対策の適性

解決できる 33 83% 8 31% 16 67% 6 26% 12 55% 8 35%

解決できない 3 8% 12 46% 4 17% 11 48% 6 27% 9 39%

その他 4 10% 6 23% 4 17% 6 26% 4 18% 6 26%

合計 40 100% 26 100% 24 100% 23 100% 22 100% 23 100%

対策の適性

解決できる 2 10% 4 20% 2 11% 1 5% 17 59%

解決できない 9 43% 9 45% 12 67% 13 68% 7 24%

その他 10 48% 7 35% 4 22% 5 26% 5 17%

合計 21 100% 20 100% 18 100% 19 100% 29 100%

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入量
に制限を設けている

指定袋の使用
市のホームページや、ごみ
の分別の手引きを発行し広

報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡調

査）

搬入事前手続きの導
入

ごみ展開検査機の導入。
受け入れ許可品目
の明確化及び規制

の強化

対策例の実施
定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

排出場所の確認
（事後調査・追跡
調査）

搬入前事前手続
きの導入

ごみ展開検査機の導
入。

受け入れ許可品目
の明確化及び規制
の強化

 すぐに実施可能 2 0 1 0 0 0

準備期間があれば実施可能 1 3 2 1 2 5

 実施は困難 6 4 14 6 16 3

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 22 3 5 2 1 6

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 4 4 0 1 1 2

   その他 4 2 2 7 0 5

合計 39 16 24 17 20 21

実施可能性認識がある 25 6 8 3 3 11

「実施可能性認識がある」の割合 64% 38% 33% 18% 15% 52%

対策例の実施
家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設けて
いる

指定袋の使用
市のホームページや、
ごみの分別の手引きを
発行し広報している

 すぐに実施可能 0 1 0 0 4

準備期間があれば実施可能 0 2 1 1 0

 実施は困難 5 6 5 4 0

  すでに実施済みであり、改善・解決がみられた 5 3 4 2 9

  すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない 2 1 0 4 9

   その他 5 4 5 4 1

合計 17 17 15 15 23

実施可能性認識がある 5 6 5 3 13

「実施可能性認識がある」の割合 29% 35% 33% 20% 57%
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表 5-55  問 Iの対策例の解決性と実施可能性 

 

 

5-5-2  「解決できて，実施できる」の割合 

 以上の結果から，「解決できて，実施できる」の割合について，表 5-56に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策

定期的にごみの展開検査の実施 20 63% 10 31% 1 3% 1 3% 32 100%

搬入者の身分証明書の提示 2 17% 2 17% 3 25% 5 42% 12 100%
排出場所の確認（事後調査・追

跡調査）
6 35% 8 47% 0 0% 3 18% 17 100%

搬入事前手続きの導入 1 9% 1 9% 2 18% 7 64% 11 100%

ごみ展開検査機の導入。 3 19% 8 50% 1 6% 4 25% 16 100%
受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化
3 25% 3 25% 2 17% 4 33% 12 100%

家庭系ごみの処理手数料の導入 1 14% 1 14% 3 43% 2 29% 7 100%

処理手数料の値上げ 3 33% 1 11% 1 11% 4 44% 9 100%
1日あたりの搬入量に制限を設

けている
0 0% 0 0% 3 33% 6 67% 9 100%

指定袋の使用 0 0% 1 10% 2 20% 7 70% 10 100%
市のホームページや、ごみの分
別の手引きを発行し広報してい

る
9 50% 4 22% 0 0% 5 28% 18 100%

解決できて，実
施できる

解決できて，実
施できない

解決できず，
実施できる

解決できず，実施
もできない

合計
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表 5-56  「解決できて，実施できる」の割合 

 

 

 

5-6 まとめ 

 本章では，ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性かつ解決性について明ら

かし，今後の改善策を提案すること（目的 2）を目的とする．全国 352 市の自治体に対するア

ンケート調査結果からわかる点を，以下にまとめる． 

 

(1) 課題 A に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「市のホームページや

ごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(2) 課題 B に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市のホ

ームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(3) 課題 C に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのがなかった．

市のホームページ
や、ごみの分別の
手引きを発行し広
報している

定期的にごみの
展開検査の実施

搬入者の身分証
明書の提示

受け入れ許可品
目の明確化及び
規制の強化

排出場所の確
認（事後調査・
追跡調査）

搬入事前手
続きの導入

A 他市のごみが搬入されている 50% 56% 54% 17% 33% 40%

B
家庭系一般廃棄物の中に事業系
一般廃棄物が混入していること

60% 35% 8% 43% 29% 22%

C 無許可事業者の搬入 44% 15% 42% 14% 9% 18%

D
家庭系廃棄物と偽った事業系廃
棄物の搬入

50% 52% 20% 40% 38% 36%

E

不適物（市の搬入基準を満たし
ていないもの）の搬入がある
（再生可能な紙ごみ等）

51% 57% 26% 21% 5% 14%

F

きちんと分別がされておらず、
再利用可能な資源がごみの中に
含まれている。

50% 52% 20% 30% 21% 26%

G
処理できないごみも持ち込まれ
る

58% 41% 13% 14% 10% 10%

H

虚偽の申告（業者が個人名を騙
る等）であろうと思われる搬入
が少なからずある。

57% 54% 20% 54% 38% 14%

I 産業廃棄物が搬入されている 50% 63% 17% 25% 35% 9%

ごみ展開検査機の
導入。

家庭系ごみへの
処理手数料の導
入

処理手数料の値
上げ

１日あたりの搬入
量に制限を設け
ている

指定袋の使用

A 他市のごみが搬入されている 15% 40% 35% 9% 24%

B
家庭系一般廃棄物の中に事業系
一般廃棄物が混入していること

18% 30% 30% 11% 10%

C 無許可事業者の搬入 0% 17% 17% 0% 33%

D
家庭系廃棄物と偽った事業系廃
棄物の搬入

14% 15% 25% 0% 27%

E

不適物（市の搬入基準を満たし
ていないもの）の搬入がある
（再生可能な紙ごみ等）

23% 11% 13% 0% 11%

F

きちんと分別がされておらず、
再利用可能な資源がごみの中に
含まれている。

17% 12% 8% 0% 13%

G
処理できないごみも持ち込まれ
る

6% 8% 0% 0% 0%

H

虚偽の申告（業者が個人名を騙
る等）であろうと思われる搬入
が少なからずある。

21% 30% 36% 30% 9%

I 産業廃棄物が搬入されている 19% 14% 33% 0% 0%

課題

対策例

課題
対策例



56 

 

つまり，課題 C に対し，対策を実施しても，解決しにくいと言える． 

(4) 課題 D に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報

している」である 

(5) 課題 E に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報

している」である．  

(6) 課題 F に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報

している」である． 

(7) 課題 G に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市のホ

ームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(8) 課題 H に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化」，「市の

ホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(9) 課題 I に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報

している」である． 

(10) 「排出場所の確認」，「搬入事前手続きの導入」，「家庭系ごみへの処理手数料の導

入」，「ごみ展開検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1日あたりの搬入量に

制限を設けている」，「指定袋の使用」の様な対策が実施できない理由は，人員不足，

コストの増加，時間の不足などが挙げられた． 

(11) 対策例の有効性（解決できかつ実施できる）をみると，割合が 50％以上であるのが「市

のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」，「定期的にごみの展

開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「受け入れ許可品目の明確化及び

規制の強化」である．これらの対策が，今後ごみ清掃工場への搬入をする際の問題を

防ぐための改善策として一番効果があると言える．また，「定期的にごみの展開検査

の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」の 2 つ

の対策は，多くの問題に対応でき，一番有効な対策であると言える．一方，「排出場

所の確認」，「搬入事前手続きの導入」，「家庭系ごみへの処理手数料の導入」，「ご

み展開検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1日あたりの搬入量に制限を設け

ている」，「指定袋の使用」というような対策例について，「解決できかつ実施可能」

の割合が 50％以下であり，あまり効果がなく，有効でないと言える． 
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第六章 結論 

 

6-1 本研究の結論 

 本研究の目的は以下の 2つである． 

目的 1：ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実施実態を明らかに示すこと 

 目的 2：ごみ清掃工場への搬入する際の問題を防ぐために，今後の改善案を提案するこ

と． 

 上記の 2 つの目的を達成するために，文献調査，ヒアリング調査とアンケート調査を

もとに研究を行った．本章では，これらの目的について結論を以下に述べる． 

 

6-1-1 目的 1の結論 

 ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実施実態について，以下のことが明らか

になった．それらを内容にしたがい，4つに分類した．その分類結果を以下に示す． 

 

(1) ごみ清掃工場への搬入資格者について 

 予備アンケート調査において返信のあった市のうち，廃棄物処理法で規定される「ご

み排出者」，「許可業者」以外でも，「ごみ排出者別居家族」や「ごみ排出者が同席で

あれば，運転手はだれでもいい」と回答した自治体が各 60%以上あり，多くの市は，搬

入資格者を厳しく制限していないことがわかった． 

 要件緩和の開始時期について，「不明」を除く，最も多かった開始年度は「～1989年」

の間で 40市あり，全体の 21%を占めている．次は，「2000年～2009 年」の間で 39市あ

り，全体の 20%を占めている．なお，「施設設置時点より」は，「不明」に含まれる． 

 ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の理由について（自由記述回答を姜筆者が

分類)，「社会的弱者への配慮」と回答した市が 60 市あり，全体の 45%を占めている．

なお,「社会的弱者への配慮」と分類した自由記述には,「車をもっていない」，「高齢者

の増加」，「搬出者本人が自動車の運転ができない」，「運転や荷卸が自らできない」

が含まれる． 

 

(2) ごみ清掃工場へ搬入する前の手続き・確認内容について 

 本アンケート調査において返信のあった 343 市のうち，「搬入事前手続きは実施して

いる」と回答した市が 157 市あり，全体の 46%を占めている．一方で，「搬入事前手続

きは実施していない」と回答した市が 186 市あり，全体の 54%を占めており半数を超え

ている．また，搬入事前手続きをしている 157 市のうち，「搬入申告書などの書類のみ

を使って搬入事前手続きを実施している」と回答した市が 88市ある．これらのことから，

市は利用者側の利便性を考えているのではないかと考えられる．        

 手続きの際の申告内容・確認事項について，「廃棄物運搬車(自己搬入者)の氏名・車両
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番号等の情報」，「廃棄物の内容」，「ごみの発生場所」，「廃棄物の搬入日時」と回

答した市は全て 94市以上であり，全体の 60%以上を占めており半数を超えている．それ

らのことから，搬入手続きをしている市において，トラブルを防ぐために，確認事項を

しっかり確認していると考えられる． 

 

(3) 無許可収集について 

 無許可収集による高額報酬請求についての問い合わせがないと選択したのは 294 市あ

り，全体の 89%を占めている．しかし，本アンケートの対象が市の清掃部署であり，無

許可収集による高額報酬請求についての問い合わせは，別の管轄部署で把握している可

能性もあるため，結果にかわるかもしれない． 

 無許可への対応について，「警察・関係各課と連携して対応との連携」と回答した市

は 30市あり，全体の 38%を占めている．なお，「その他」には，「条例制定」，「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律による罰則」などが含まれる． 

 許可業者に関する情報は，どのような手段で住民に提示していますかについて，「問

い合わせがあれば，情報を提示する」と回答した市が 261 市あり，全体の 76％を占めて

半数を超えている．次いで，「HP に情報の掲載」と回答した市が 238 市あり，全体の 69％

を占めて半数を超えている． 

 

(4) 限定許可について 

追加アンケート調査において返信のあった 144市のうち，限定許可を出していたのは

86 市あり，全体の 60%を占めており半数を超えている．限定許可を出していないと回答

したのは 55市あり，全体の 38%を占めている．この結果から，半分以上の自治体で，何

らかの品目に限定許可を出していることがわかった． 

  限定許可の対象品目について，特定家電品のみ限定許可を出していたのは 17 市あり，

全体の 21%を占めている．食品残渣のみ限定許可を出していたのは 14 市あり，全体の

18%を占めている．この結果から，特定な品目のみを限定している市は少なく，多くの

市は，2 つ以上の品目の組み合わせで限定許可を出しているとわかる．なお，「その他」

には，多くの組み合わせ，「車道清掃」，「廃食用油」，「胎盤」，「海産物残渣」，

「医療系廃棄物」，「紙おむつ」などが含まれている． 

  限定許可の選定理由について，「再資源化推進」と回答した市が最も多く 34 市あり，

全体の 68%を占めている．次いで，「市の収集が困難」と回答した市が 22市あり，全体

の 44％を占めている． なお，「その他」は，「市民の要望があった」，「高齢化に伴い，

遺品整理業のニーズが高まってきたため」，「直営事業で不足する分を補うため」など

であった．これらのことから，市民のニーズに応じ，限定許可が必要となっているので

はないかと考えられる． 

  限定許可を出した時期について，最も多かった開始年度は「2010年～2015年」の間で
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50 市あり，全体の 65%を占めている．次は，「2000年～2009年」の間で 42市あり，全

体の 53%を占めている． 

 

6-1-2 目的 2の結論 

  ごみ清掃工場への搬入する際の問題を防ぐために，今後の改善案について，以下のよう

な結果を示す． 

 

(1) 課題 Aに対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「市のホーム

ページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(2) 課題 B に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市

のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(3) 課題 C に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのがなか

った．つまり，課題 Cに対し，対策を実施しても，解決しにくいと言える． 

(4) 課題 Dに対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発

行し広報している」である． 

(5) 課題 E に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発

行し広報している」である  

(6) 課題 Fに対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発

行し広報している」である． 

(7) 課題 Gに対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「市

のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(8) 課題 Hに対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化」，

「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」である． 

(9) 課題 I に対して，「解決できて，実施できる」の割合が 50％以上であるのが「定

期的にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発

行し広報している」である． 

(10) 「排出場所の確認」，「搬入事前手続きの導入」，「家庭系ごみへの処理手数料

の導入」，「ごみ展開検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1日あたりの

搬入量に制限を設けている」，「指定袋の使用」の様な対策が実施できない理由

は，人員不足，コストの増加，時間の不足などが挙げられた． 

(11) 対策例の有効性（解決できかつ実施できる）をみると，割合が 50％以上である
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のが「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している」，「定期的

にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「受け入れ許可品目

の明確化及び規制の強化」である．これらの対策が，今後ごみ清掃工場への搬入を

する際の問題を防ぐための改善策として一番効果があると言える．また，「定期的

にごみの展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広

報している」の 2 つの対策は，多くの問題に対応でき，一番有効な対策であると言

える．一方，「排出場所の確認」，「搬入事前手続きの導入」，「家庭系ごみへの

処理手数料の導入」，「ごみ展開検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1

日あたりの搬入量に制限を設けている」，「指定袋の使用」というような対策例に

ついて，「解決できかつ実施可能」の割合が 50％以下であり，あまり効果がなく，

有効でないと言える． 

 

6-2  本研究全体を通しての考察 

 本研究をするにあたって，ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実施実態につ

いて明らかにすることができた．ごみ清掃工場への搬入資格者，ごみ清掃工場へ搬入す

る前の手続き・確認内容，無許可収集，限定許可，ごみ清掃工場への搬入に伴う課題とそ

の対策方法を把握し，その対策例を提示するまで至った．しかしながら，ごみ清掃工場

への搬入資格者，つまり住民の方の意見や要望を把握するには至らなかった． 

  

6-3 今後の課題 

本研究では，高齢化社会が急速に進む中で，ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判

断の実施実態の把握とごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性を追求し

てきたが，さらなるごみ清掃工場への搬入に伴う課題の追求と解明が必要になってくる

と考える．ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施可能性をみる，「定期的に

ごみの展開検査の実施」，「搬入前事前手続きの導入」というような厳しい対策をする

ほど，問題を防ぐことができる．しかし，それらの対策を実施すると，利用者側の手間

がかかり，利便性を多少影響に与える可能性が多い．今後の課題として，利用者側の意

見や要望を汲み取らなければならない． 

また，「課題」とそれに対する「対策例」は既に得られているが，「なぜこのような

課題が発生するのか」について把握していない．そのため，今後の課題として，課題の

発生要因を把握する必要もあると考える．  
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